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社会福祉法人 西伊豆町社会福祉協議会 



令和６年度 事業計画 

 

【基本方針】 

元旦に発生した令和６年能登半島地震は私たちに大きな衝撃をもたらすとともに、同じ半

島で生活する者として決して他人ごとではないという思いを強く抱かせました。静岡県にお

いては、南海トラフ巨大地震の被害想定により様々な対策を進めていますが、半島における

災害として能登半島地震で起きている課題を注視し、今後の災害対策、被災者支援を図る防

災地域づくりに反映できるよう努めます。 

人口減少や高齢化から地域や家庭などの支え合いが弱まり、認知症や障がいから日常生活

に支障をきたす方が急増しています。本会や地域包括支援センターの相談事業の充実を図る

とともに、認知症地域支援活動や健康長寿の延伸を目的とした介護予防事業、健康づくり事

業を展開します。 

経済の担い手が減少するなど地域社会の存続が危ぶまれる中、住民や多様な主体が参画し

地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指すことが必要となっています。改正

社会福祉法及び地域共生社会の実現に向けた指針等を踏まえた「地域福祉の施策化」は、地

域が創意工夫をもって「包括的な支援体制」の整備を行うこととなります。 

本会は「包括的な支援体制」の目的である「社会とのつながりや参加の支援」、「地域やコ

ミュニティにおけるケア・支え合う関係性」を推進し、住民、関係団体及び福祉組織等の協

働により生活課題の解決に取り組み、“誰もがいきいきと安心して暮らせる町づくり”の実現

を目指します。 

 

【重点目標】 

１ 地域福祉活動の充実 

 (1) 地域福祉関係者と協力し、地域福祉活動の推進と人材の育成に努める。 

２ 介護予防事業の充実 

 (1) 健康で充実した暮らしが継続できるよう、介護予防事業を推進する。 

３ 権利擁護事業の充実 

 (1) 利用者の同意に基づき、必要とする支援等を関係機関と連携して実施する。 

 

【実施計画】 

１ 管理体制と組織の強化 

 (1) 評議員会の設置と開催 

法人運営を監督する機関として評議員会を設置し下記のとおり開催する。 

  ① 定時評議員会開催予定 

時 期 主な議題 

令和６年６月中旬 令和５年度事業報告・収支決算、理事の選任 他 

 

  



  ② 評議員会開催予定 

時 期 主な議題 

令和６年９月中旬 社協会費・福祉大会及びふれあい広場 他 

令和７年３月下旬 令和７年度事業計画・予算 他 

 

 (2) 理事会の設置と開催 

法人全ての業務執行を決定する機関として理事会を設置し下記のとおり開催する。 

  ① 理事会開催予定 

時 期 主な議題 

令和６年５月下旬 令和５度事業報告・収支決算 他 

９月上旬 社協会費・福祉大会及びふれあい広場 他 

令和７年３月中旬 令和７年度事業計画・予算 他 

 

 (3) 監査の実施 

  ① 法人監事による監査の開催予定 

時 期 主な議題 

令和６年５月中旬 令和５年度法人運営・経理監査 

11月上旬 中期監査 

 

 (4) 評議員選定委員会の開催予定 

時 期 主な議題 

理事会の候補者推薦により随時 評議員候補者の審査、選任 

 

 (5) 役員研修 

時 期 研修内容 対象者 

令和６年４月中旬 市町社協監事監査研修 町社協監事 

11月中旬 郡社協役員研修 正副会長 

令和７年２月中旬 市町社協トップセミナー 正副会長 

※その他、必要と思われる研修 

 

２ 職員の資質向上・人材確保 

福祉サービスに対する需要の増大・多様化が見込まれ、利用者本位の質の高い福祉サービ

スの提供が求められることから、職員の専門性、資質向上を図るとともに、行政、社会福祉

法人等の関係機関と連携し人材の確保を推進する。 

 

３ 財源基盤の確保 

地域福祉事業の貴重な財源であることを住民に周知し、会員確保に努めるとともに、会費



の依頼方法、金額等の検討を行う。 

 (1) 社会福祉協議会会費の集金 

時 期 区 分 金 額 

令和６年10月～ 
普通会費（世 帯） １世帯  500円 

賛助会費（企業・個人） １ 口 1,000円 

 

４ 広報・啓発活動の推進 

 (1) 広報誌の発行 

  社協だより「はい！社協です」を発行し、事業の周知や報告をする。 

 

 (2) ホームページの運用・ソーシャルメディアの活用 

  ホームページに法人の現況等を掲載するとともに、Facebookなどを活用し、事業の周知

を行う。 

 

 (3) 西伊豆町社会福祉大会・西伊豆町ふれあい広場 

  福祉事業の周知や交流を目的とし、住民、団体、組織が協働して開催する。 

  ① 西伊豆町社会福祉大会 

期 日 開催内容 

令和６年10月20日（日） 福祉講演、福祉功労者への表彰 

 

  ② 西伊豆町ふれあい広場 

期 日 開催内容 

令和６年11月23日（土） 福祉イベント、福祉団体連携事業、交流事業 

 

５ 権利擁護・福祉相談事業 

 (1) 日常生活自立支援事業（静岡県社会福祉協議会・委託事業） 

  高齢者、障がい者等判断能力が低下している方に、福祉サービスの利用援助や日常的金

銭管理などの支援を行う。 

 

 (2) 成年後見事業（法人後見）の実施（西伊豆町・委託事業） 

  成年後見制度の利用相談や申立ての事務支援を行い、必要に応じて法人で後見人等を受

任、被後見人等の身上監護、財産管理を行う。 

 

 (3) 南伊豆地域生活支援センターふれあい巡回相談（こころの健康相談） 

実施予定 実施場所 

年11回 賀茂健康センター２階相談室 

 



 (4) 善意銀行（町社協・緊急小口貸付） 

  緊急、一時的に生計の維持が困難となった場合、生活費の一部を貸付ける。 

 

 (5) 生活福祉資金貸付制度（静岡県社会福祉協議会・委託事業） 

  障がい者・低所得世帯等の相談受付、申請手続きの支援等を行う。 

資金の種類 貸付用途 

総合支援資金 生活再建までの費用、住宅賃貸契約費用 

福祉資金 日常生活を送るために一時的に必要とされる費用 

緊急小口資金 緊急、一時的に生計の維持が困難となった場合の費用 

教育支援資金 就学、入学に際し必要な費用 

 

 (6) 生活福祉資金コロナ特例貸付の債権管理事務（静岡県社会福祉協議会・委託事業） 

  コロナ特例貸付の償還について、適切な債権管理を図るとともに、償還免除や償還困難

者への対応など借受人の世帯に対する調査や支援を行う。 

 

 (7) 生活困窮者自立支援事業（静岡県・委託事業） 

  ① 自立相談支援事業（西伊豆町、松崎町、南伊豆町を担当） 

   自立相談員を設置、生活困窮者の相談に広く対応し、生活や就労等に関する問題の解

決を図るための支援を行う。 

 

  ② 家計相談支援事業（静岡県・委託事業） 

   生活困窮者が自分の家計を理解し、管理するという意識を高め、課題の把握・整理す

るための支援を行う。 

 

  ③ 学習支援事業（静岡県・委託事業） 

   子どもの学習支援や居場所づくり、子どもと保護者に必要な支援を行う。 

 

 (8) 無料法律相談「よりそい法律相談会」 

  法テラス下田法律事務所等による民事法律扶助業務として、弁護士による無料法律相談

会を行う。 

実施予定 実施場所 

５月・８月・11月・２月の第４金曜日 賀茂健康センター２階相談室 

 

６ 地域福祉活動推進事業 

 (1) ボランティア人材の育成と活動推進 

  ボランティア活動に必要となる各種研修や人材確保を目的とした養成講座の実施、ボラ

ンティア団体の組織化の支援を行うとともにボランティア活動保険料の一部を助成する。 

 



 

 (2) せいかつ応援倶楽部（西伊豆町・委託事業） 

  介護保険制度など公的サービスでは対応できない日常生活での困りごとに対し、住民が

主体となった「たすけ合い」の生活支援サービスを行う。 

せいかつ応援倶楽部の仕組みを充実させ、他の地区でも実施できるよう検討する。 

 

 (3) 西伊豆町災害ボランティアコーディネーター連絡会との連携 

  災害ボランティアセンターの運営に必要とされる技術の向上を目的とした訓練の実施や

住民への活動内容の周知、被災地への支援活動を協働して行う。 

 

 (4) 防災地域づくりの推進（西伊豆町・委託事業） 

  ① 災害対応アドバイザーの設置 

   平時における防災、減災体制を推進するためのアドバイザーを設置する。 

 

  ② 災害対応研修会の開催 

   地域防災の人材育成、防災に関する知識や技術を習得する研修を行う。 

 

  ③ 被災地支援活動の対応 

   災害ボランティアセンターの運営を支援するため、必要とする研修等を受講し、被災

地への職員派遣を行う。 

 

 (5) 生活支援体制整備事業（西伊豆町・委託事業） 

  地域住民や多様な事業主体と連携しながら、日常生活上の支援体制の充実、強化及び高

齢者の社会参加の推進を一体的に図っていくことを目的とし、関係機関との連携機能を担

う協議体の運営や生活支援コーディネーターの配置を行う。 

  ① 協議体「ささえ 愛 西伊豆」の運営 

   高齢者等の福祉課題を把握し、課題解決に向けた方策、新たな支援活動の創出などを

関係者と連携して検討する「協議体」を運営する。 

実施予定 協議体委員 協議内容 

年４回 

社協会長、区長会長、民協会長地

域活動者、行政職員 

包括職員、社協職員 

・生活支援コーディネーター業務 

の組織的な支援 

・目指す地域の姿や方針の共有 

・関係者間のネットワークの構築 

・福祉課題の把握、支援活動の創出 

 

  ② 生活支援部会の運営 

   移動支援や生活支援の事業内容を具体的に検討し協議体へ提案する。 



実施予定 部員 協議内容 

年４回 
地域活動者 

行政職員、包括職員、社協職員 
移動支援や生活支援事業の検討 

 

  ③ 運転ボランティア養成講座の開催 

   車両による移動を伴った生活支援活動の安全を確保するため、「国土交通大臣認定・福

祉有償運送運転者講習」を開催し、運転ボランティアを養成する。 

時 期 会 場 参加人数 

令和６年12月以降 調整中 10人程度 

 

  ④ 生活支援ボランティア養成講座の開催 

   日常生活の支援に必要となる知識や技術を学び、高齢者等の生活を支援するボランテ

ィアを養成する。 

時 期 会 場 参加人数 

令和６年９月以降 調整中 調整中 

 

  ⑤ みんなでささえ 愛 地区懇談会の開催 

   地域ごとの助け合い活動や福祉ニーズの把握、住民主体の新たな支援創出につながる

意識啓発のため、地区懇談会を開催する。 

時 期 内 容 

令和６年４月以降 宇久須地区を対象として懇談会を行う。 

 

  ⑥ ボランティア活躍いきいきセミナーの開催 

   高齢者の支援活動に必要なスキルやコミュニケーション方法を学び、住民主体の地域づく

りを支援する。 

時 期 会 場 参加人数 

令和６年５月以降 調整中 調整中 

 

 (6) 福祉団体等の活動支援 

  福祉活動を行う住民の組織化、福祉団体等の主体的な活動を促進するための運営及び事

務等の支援を行う。 

 

７ 児童福祉推進事業 

 (1) 夏休み中学生ボランティア体験活動 

  中学生が夏休み期間中にボランティア体験活動ができるよう、教育委員会と連携し活動

先の紹介や募集を行う。 

 



 (2) 福祉教育の推進 

  学校や企業、団体などの要請により職員の派遣を行い福祉教育の推進に努める。 

 

 (3) 子育て支援事業 

  子育て世代の交流や、地域で子育てを応援する事業を実施する。 

時 期 内 容 場 所 

令和６年５月以降 親子ふれあい遊び 調整中 

令和７年２月初旬 節分豆まき 認定ごども園 

 

 (4) 子どもの日等の支援事業（西伊豆町・委託事業） 

  各地区で実施される子供の日・七五三祝い事業の賄い費を交付する。 

時 期 事業名 内 容 

令和６年５月上旬 子供の日祝い事業 1人当たり1,500円の賄い費を交付 

11月上旬 七五三祝い事業 1人当たり1,500円の賄い費を交付 

 

８ 高齢者福祉推進事業 

 (1) 高齢者生きがい活動事業（西伊豆町・委託事業） 

  高齢者の健康増進や生きがいづくりや交流を目的として開催する。 

時 期 内 容 

令和６年５月以降 輪投げ大会、高齢者スポーツ大会 

 

９ 介護予防・在宅福祉推進事業 

 (1) シルバーリハビリ体操推進事業（西伊豆町・委託事業） 

  シルバーリハビリ体操指導士を養成し、高齢者の生活能力の維持、向上を図る。 

  ① シルバーリハビリ体操指導士フォローアップ研修 

時 期 内 容 

令和６年11月・２月 学科、実技など２日間のフォローアップ研修 

 

  ② 西伊豆町シルバーリハビリ体操指導士会の活動支援 

   シルバーリハビリ体操指導士会の運営、全国交流会への参加等を支援する。 

 

  ③ シルバーリハビリ体操介護予防実践事業（西伊豆町・新規委託事業） 

   介護予防・生活支援サービスの通所型サービスＡとして、事業対象者・要支援者を対

象にシルバーリハビリ体操指導士による機能向上訓練を実施、在宅生活で必要とされる

日常生活動作などの回復を図る。 

時 期 内 容 

令和６年４月～３月 シルバーリハビリ体操指導士による運動教室の開催 



 (2) 福祉車両、車椅子等の貸出事業 

  緊急、一時的に車椅子搭載車両や車椅子等が必要になった場合の貸出しを行う。 

 

 (3) 生きがいデイサービス事業（西伊豆町・委託事業） 

  高齢者の生きがいづくりと介護予防を目的に実施する。 

回 数 予定利用人員 

年２００回 延べ２,４００人 

 

 (4) 通所型介護予防事業「頭の健康倶楽部」（西伊豆町・委託事業） 

  トレーニング教材等を利用し、頭の健康維持や認知症の予防を図る。 

回 数 予定利用人員 

第１クール（12回） 延べ２４０人 

 

10 共同募金運動の推進 

 (1) 赤い羽根共同募金及び歳末助け合い募金の実施 

  共同募金運動を推進し、募金活動等を検討する委員会を運営する。 

期 間 区 分 金 額 

令和６年10月～12月 
一般募金 １世帯  500円 

特別募金（個人・事業所） １ 口 1,000円 

 

 (2) 共同募金助成事業 

  静岡県共同募金会からの助成金を受け、地域福祉事業や団体活動へ助成するほか、歳末

たすけあい募金により低所得世帯、障害者世帯、施設入所者等へ助成する。 

赤い羽根共同募金・助成事業 事業内容 

子育て支援事業    〃 

福祉団体等活動助成事業 地区サロン等の活動費助成 

生活困窮者等生活支援事業 フードバンクからの食糧送料等を助成 

 

歳末たすけあい募金・助成対象 助成内容 

生活保護に準ずる世帯 

民生・児童委員の調査 

課税状況調査等により選定し、助成する。 

寝たきり、独居高齢者世帯 

障がい者のいる世帯 

寡婦・母子・父子世帯 

施設入所・精神・長期療養患者 施設入所者、入院患者へ助成する。 

 

11 介護保険事業 

 (1) 訪問介護事業（ホームヘルプサービス） 



  利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、ホームヘルパー

が利用者の自宅を訪問し、食事・排泄・入浴などの介護（身体介護）や、掃除・洗濯・買

い物・調理などの生活の支援（生活援助）を行う。通院などを目的とした乗車・移送・降

車の介助サービスを提供する。 

 

 (2) 居宅介護支援事業（ケアマネジメント） 

  介護利用者が適切に介護サービスを利用できるよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）

が居宅介護サービスの計画を策定し、サービス提供事業者との調整を行う。 

 

 (3) 指定介護予防支援事業（新規事業） 

  要支援者が介護予防サービス等を適切に利用できるよう、利用するサービスの種類や内

容等を定めた介護予防サービス計画（ケアプラン）を作成、計画に基づくサービス提供が

確保されるよう、サービス提供事業者等との連絡調整等を行って支援する 

 

12 障害福祉サービス事業 

 (1) 居宅介護事業（ホームヘルプサービス） 

  障がいのある方の自宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家

 事、生活等に関する相談や助言など、生活全般にわたる援助を行う。 

 

13 地域包括支援センターにしいず（西伊豆町・委託事業） 

 (1) 総合相談支援事業 

  高齢者の生活・介護などの困りごとについて相談を受け付け、個々の高齢者にどのよう

な支援が必要かを判断し、地域における適切なサービス、福祉・医療関係機関などにつな

げる等の支援を行う。 

 

 (2) 権利擁護事業 

  高齢者の人権や財産を守る権利擁護事業、高齢者自身が自分の判断で財産等を管理する

ことができなくなった時に活用される成年後見制度など、権利擁護に関するサービスや制

度を活用するために、行政機関や福祉関係機関につなぎ、高齢者の虐待防止や消費者被害

の防止を図る。 

 

 (3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

  高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、主治医と介護支援専門員の連携、在宅

と施設の連携など、利用者一人ひとりについて主治医や介護支援専門員などの様々な職種

が連携し、個々の高齢者の状況やその変化に応じて継続的に支援を行う。 

 

 (4) 指定介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント） 

  指定介護予防支援事業により要支援者の介護予防サービス計画の作成と給付管理を行う



とともに、介護予防・日常生活支援総合事業対象者の介護予防サービス計画を作成する。

住民と協力し、高齢者の介護予防プログラムへの参画を促し、要介護状態になることを防

ぐ。 

 

 (5) 一般高齢者向け普及啓発事業（各種介護予防教室） 

  一般高齢者の介護予防、認知症予防、消費者被害対策などの教室を開き、普及啓発を図

ることを目的とする。 

 

 (6) 地域活動組織の育成 

  ① ケアマネ研修会 

   介護支援専門員の知識、技能を習得し専門性を高めるとともに、適正な介護サービス

の提供を行う事を目的とする。 

回 数 内 容 

年３回 情報提供、情報交換、総合事業に関する研修 

 

  ② 事業所連絡会 

   介護保険の利用者がより高い水準の介護サービスを受けられるよう、事業者が提供す

る介護サービスの質とモラルの向上を目的として開催する。 

回 数 内 容 

年１回 情報交換、事例検討、研修会等 

 

  ③ 認知症地域支援活動事業 

   認知症の正しい知識の周知と認知症の人や家族を応援する人材を養成し、地域の見守

り体制を構築する。 

事業名 内 容 

普及啓発講演会の開催 認知症の理解を深め、家族や地域の支援する。 

認知症サポーター養成講座 住民、企業、組織などの依頼により開催する。 

認知症カフェ設置・運営支援 各サロンに認知症カフェを設置する支援を行う。 

キャラバンメイト連絡会 
キャラバンメイトの活動内容を検討し、講座の計画

や情報共有を行う。 

 

  ④ 高齢者サロン連絡会助成事業 

   高齢者サロンを開催しているグループに、活動助成費を交付して、サロンの円滑な運

営を支援する。 

 

団体数 助成額 

21団体 １団体あたり３万円 



  ⑤ 地域活動者連絡会 

   高齢者の介護予防、支援活動を行っている団体が課題や問題を共有し、活動の充実や

人材育成を図る。 

回 数 内 容 

年３回  総会、定例会の開催 

月１回  地域活動者サロン「ほっこりサロン」の開催 

 

  ⑥ 元気アップサポーター養成等事業 

   サロン等の参加者に健康の知識を伝え、介護予防体操（いきいき健幸体操教室）を実

践する人材を育成する。元気アップサポーター養成講座は隔年開催とし、令和５年度は

休止、令和６年度は実施する。 

（令和６年度の実施事業は下表のとおり） 

事業名 内 容 

元気ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座 
健康に関する知識、運動方法を学び、住民へ普及啓

発をおこなう元気ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰを養成する。 

元気ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ講座 
健康に関する正しい知識と運動の実践方法を再学習

する。 

元気ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰ実地研修 
住民主体で行われる体操教室を発展させ、効果を向

上させるため、実地研修を行う。 

 

 (7) 多職種連携及び地域づくり 

  ① 地域ケア会議 

地域の多様な専門職や住民が地域における高齢者等の課題を検討し、支援の充実を図

るため、地域づくり、資源開発、政策形成などの解決に取り組み、地域包括ケアシステ

ムの推進することを目的として開催する。 

事業名 内 容 

地域ケア推進会議 

地域課題への対応等を、地域住民、専門職、行政

職員、地域包括支援センター職員等が検討すること

で、地域課題の解決につなげていく。 

地域ケア個別会議 

高齢者等個別の課題への対応を本人や家族、介護

支援専門員、専門職、民生委員、自治会役員、ﾎﾞﾗﾝﾃ

ｨｱ、NPO法人、行政職員、地域包括支援センター職員

等の参加によって、多様な視点から検討すること

で、高齢者等の地域におけるその人らしい生活の継

続を支援する。 

 

 



 (8) 介護予防事業 

  ① フレイル（虚弱）予防（栄養訪問指導・歯科訪問指導） 

   栄養のケアが必要とされる65歳以上の高齢者とその家族に栄養士や歯科衛生士、保健

師が訪問し、フレイル防止や疾病予防に必要な栄養、口腔ケアなどを助言する。 

ケース数 訪問回数 

年間４ケース程度 管理栄養士・歯科衛生士 ２回から３回 

 

  ② フレイル（虚弱）予防集団指導 

   管理栄養士や歯科衛生が高齢者サロン等に出向き、必要な栄養指導、歯科指導を行う

ことで、フレイルの予防・改善を目指す。 

ケース数 訪問回数 

年間４団体 管理栄養士・歯科衛生士 ３回 

 

 (9) 実態把握訪問 

  65歳以上の独居高齢者世帯を対象とし、生活状況や身体状況を訪問調査する。 

対象者 内 容 

65歳以上独居高齢者 町実態把握事業対象者及び相談を受けた方 

介護サービス未利用者 介護認定後、サービスを使用していない方 

要介護認定非該当者 要介護認定で非該当となった方 

 

 (10) 地域支援事業 

  ① 認知症初期集中支援チーム事務局 

   認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮

らし続けられるために、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チ

ーム」を配置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築する。 

 

14 その他、必要と思われる事業の実施 


